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1．はじめに

　1990 年代以降，モバイルメディアの普及が著しく進んでいる。日本においては 1990 年代

における「ポケットベル」の若年層への普及が起き（富田・藤本・岡田・松田・高広，

1997），1990 年代後半以降は「ケータイ」が社会一般に広く普及した。1990 年代後半以降の

携帯電話の普及は世界的な傾向でもある（Katz & Aakhus, 2002）。日本に限らず，現代社

会はモバイルメディアの存在を前提としたものになりつつある。

　携帯電話・スマートフォンが「モバイルメディア」たる技術的特性をもっており，それが

重要なものであることは間違いない。しかしながら，そうした技術的特性がそのメディアの

社会的利用の中核にあるとは限らない。つまり，現代社会において「モバイルメディア」と

呼ばれるメディアが重要なメディアとなってきていることは間違いないだろうが，それが果

たして「モバイル」的に利用されているかどうかは別の問題である。

　そこで，このような社会におけるモバイルメディアの利用のあり方を実証的に検討するの

が本研究の目的である。特に本研究ではモバイルメディアの「モバイル」的な利用を検討す

るために，モバイルメディア論での議論やこれまでのメディア利用行動研究の知見をもとに，

「移動」と「多忙」を分析の視点として取り上げていく。

2．背景

2－1．モバイル技術の発展とスマートフォンの普及

　1999 年の NTT ドコモの i モードサービスの開始以降，日本においてはインターネットを

利用可能な携帯電話が急速に普及した。2005 年に行われた「日本人の情報行動調査」での

携帯電話からのインターネット利用者は有効回答の 54.9％ であった（東京大学大学院情報

学環，2006）。2006 年には携帯電話からのインターネット接続サービスの契約率が，全携帯

電話利用者の 90％ 弱となり，契約数では 8000 万を超えた（情報通信総合研究所，2006）。

　携帯インターネットサービスが始まった当初の携帯電話の通信方式は第 2 世代（2G）で
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あったが，2000 年代には第 3 世代（3G）への移行が大きく進んだ。日本における第 3 世代

携帯電話サービスの開始は，2001 年 10 月の NTT ドコモによる FOMA サービスの開始か

らである。2006 年には携帯電話契約数の 63％ が 3G 契約となり（情報通信総合研究所，

2006），2008 年には NTT ドコモとソフトバンクモバイル（当時）が 2G 契約の受付を終了

した1）。

　2000 年代に「スマートフォン」と呼ばれる携帯電話が徐々に市場を確立しはじめた。ス

マートフォンに明確な定義はないが，スマートフォンと既存の携帯電話（フィーチャーフォ

ン）の最大の違いは OS とプラットフォームにある（宮下，2010）。汎用 OS が採用され，

対応アプリケーション開発ツールが提供されるという特徴を持つスマートフォンでは，第三

者によるアプリケーション開発が可能となり，様々なアプリケーションの提供が望める（宮

下，2010）。このような特徴により，スマートフォンではソフトウェア的な新機能追加が可

能となりやすく，様々な新サービスへの対応により，フィーチャーフォンに比べてより一層，

利用者のニーズに合わせた利用がなされやすくなる。

　日本において，スマートフォンの普及が進行したのは 2010 年代に入ってからである。総

務省（2016）によれば 2010 年に世帯保有率が 9.7％ であったスマートフォンが，2011 年に

は 29.3％，2012 年には 49.5％，2013 年には 62.6％ となった。また，個人普及率でみても，

総務省情報通信政策研究所（2015）によれば，13～69 歳において 2012 年には 32.0％ であっ

たスマートフォン利用率が 2013 年には 52.8％，2014 年には 62.3％ と増加していることが示

されている。同調査で示されているフィーチャーフォン利用率は，2012 年に 69.7％，2013

年に 51.0％，2014 年に 42.2％ と減少が進んでおり，フィーチャーフォンからスマートフォ

ンへの移行が進んでいることが示唆される（総務省情報通信政策研究所，2015）。

　スマートフォンの普及が進行した 2010 年代に入って以降，日本では 3G サービス以上の

高速携帯通信規格である LTE（Long Term Evolution）サービスが開始された。2010 年 12

月に NTT ドコモが LTE サービス「Xi」（クロッシィ）を開始し，2012 年 9 月には KDDI

が「au 4G LTE」，ソフトバンクモバイル（当時）が「SoftBank 4G LTE」を開始した。

LTE は本来，第 3.9 世代（3.9G）という位置づけであったが（情報通信総合研究所，2009），

国際電気通信連合（ITU, International Telecommunication Union）が LTE を含めた高速携

帯通信規格について「4G」の語の使用を容認するプレスリリースを 2010 年 12 月に出して

いる（ITU, 2010）。

　こうした通信環境の変化はスマートフォン利用を後押しする構図を形成してきたといえる。

国際規格である LTE は世界の主要キャリアがサービス開始をしており，携帯電話の高速デ

ータ通信が世界的に広まっている。これにより YouTube や Facebook といったインターネ

ットを活用する人気サービスがスマートフォンから使用しやすくなることで，スマートフォ

ン利用を後押しする構図となっている（情報通信総合研究所，2011）。
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2－2．モバイルメディアの技術的特性と社会的位置づけ

　Castells（1996）は情報化の進展によって成るネットワーク社会では，「フローの空間

（space of flows）」と「時間なき時間（timeless time）」という空間と時間の新しい形態また

は過程が出現すると述べている。フローの空間（space of flows）は，ネットワーク・コミ

ュニケーションによって成しうる遠隔での同時的社会的相互作用によって成立するもののこ

とをいう。一方，時間なき時間（timeless time）は，情報通信技術による時間の圧縮や順序

だっていた物事のランダム化によって成立する社会的行為の脱順序化のことをいう。そして

モバイル・コミュニケーション技術の普及は，こうしたフローの空間と時間なき時間の広ま

りに大きく貢献しているという（Castells, Fernández-Ardèvol, Qiu, & Sey, 2007）。

　こうした空間と時間の制約に関する問題は，モバイルメディア研究において重要な論点と

されている（Jensen, 2013）。例えば，Ling & Campbell（2009）はモバイル・コミュニケー

ションの普及は人びとの空間と時間の経験の仕方に重大な変化をもたらしたと指摘している。

また，Caporael & Xie（2003）は携帯電話の「いつでも，どこでも」という特性は，公・私

の空間・時間の境界を曖昧にし，それとともにアイデンティティの境界のあいまいさをもた

らしたと述べている。Rainie & Wellman（2012）もモバイル技術の発展によって，ICT を

身体に付随させることが可能となり，場所に関係なく人や情報へアクセス可能になっている

ことを指摘している。

　しかし，これらのモバイルメディアがもたらす空間と時間の制約からの解放に対する議論

は，主に技術的特性を想定してなされているものと考えられる。メディア論においてメディ

アが社会的に構成されるものとみなすことはもはや基本的視点となっている。メディア研究

を進めていく上で技術的特性からの議論は有効であることは確かだが，それのみからの議論

では不十分であることもまた確かであろう。モバイルメディア研究においてもモバイル技術

という特性のみから議論を進めるのではなく，実際の利用に即した議論を進めていくことも

重要であろう。

　実際，モバイルメディアとしての携帯電話に関しても，必ずしも「モバイル」や「移動」

が重要な問題ではないという指摘はこれまでもなされてきた。例えば，松田（2002）は携帯

電話利用の実態から，携帯電話の利用スタイルをパーソナルフォン，モバイルフォン，プラ

イベートフォンの 3 パタンの利用スタイルに分類している。この 3 パタンはすなわち，個人

専用の電話としての利用，移動できる電話としての利用，私的文脈での電話としての利用と

いう捉え方であり，「モバイル」や「移動」というモバイルメディアの典型的な特性が必ず

しも重要であるわけではないことを示す議論といえよう。また，岡田（2002）もモバイルメ

ディアの歴史的な議論から，その社会的構成を捉える大きな軸として，パーソナル化とマル

チメディア化を指摘している。この指摘からも，モバイルメディアが必ずしもモバイル技術

的に構成されてきたとは言い切れないことがうかがえる。
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　もちろん，実際の利用の中にモバイル的な側面が現れないというわけではない。例えば北

村・森・辻（2016）は携帯インターネット利用が行われる際の生活行動では，PC インター

ネット利用とは異なり，移動が特徴的なものとして現れることを指摘している。また，モバ

イルメディアの特性を活かした位置情報サービス（location-based service），位置情報を利

用したゲームやアプリケーションなども普及している（De Souza e Silva, 2013 ; Leorke, 

2015）。

　だがモバイルメディアがモバイル的に利用されていることも事実であるが，一方でモバイ

ルメディア利用行動の中心が必ずしもモバイル的でないことがこれまでの調査研究で示され

てきたといっていいだろう。例えば，移動のなかでの携帯インターネット利用が，携帯イン

ターネット利用の中心にはないことも前述の北村・森・辻（2016）の分析で示されている。

この点については，Ishii（2004）も携帯インターネット利用の普及初期の段階で指摘してお

り，携帯インターネット利用が行われる主な場所が自宅であることが調査データで示されて

いる。

　しかし，2010 年代に入って急速に普及したスマートフォンによってその利用行動が変化

した可能性も否めない。モバイルメディア利用行動が活性化していることは日本における調

査データでも指摘されており（総務省情報通信政策研究所，2015），時代効果・年齢効果・

世代効果を弁別した分析においても，2005 年から 2015 年の 10 年間でモバイルインターネ

ット利用が活性化しているという時代効果が認められている（北村，2016）。こうしたモバ

イルメディア利用行動の活性化を通じて，モバイルメディアのモバイル的利用が中心的なも

のになっている可能性もある。

2－3．検討課題と仮説

　本研究では空間と時間の制約からの解放の観点から，モバイルメディアのモバイル的利用

について調査データを用いて実証的に検討することを目的とする。モバイルメディアに含ま

れるものは様々存在しているが，現在もっとも広範に利用されている代表的なモバイルメデ

ィアとして，携帯電話・スマートフォンを対象として検討を行う。携帯電話・スマートフォ

ンの利用の内実には様々な行動が含まれうるが，本研究では内容を問わない利用行動に着目

した検討を進める。

　まず，空間の制約からの解放との関係について，モバイル的な利用のあり方として典型的

なものと想定されるのは「場所を問わない」利用であると考えられる。例えば，これまでの

テレビ視聴が行われる空間として「家庭」の比重は高く，そうした家庭空間に注目した研究

が多く行われてきた（光岡，2015）。また，日本における調査データからも，在宅時間が長

いほどテレビ視聴時間が長いという関係は安定的に示されてきた（橋元，2009）。これに対

して，モバイル的にメディアを利用できるということは，移動中に（on the move）メディ
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アを利用することが可能になる。また，「家庭（自宅）」に縛られないメディア利用も可能と

なる。

　しかし，これまでの調査研究からは移動中の携帯電話利用は中心的なものではなく，むし

ろ自宅での利用が中心的なものであることが示されている（Ishii, 2004）。2011 年の調査に

おいても「携帯電話で電話をかける場所」「携帯電話でメールする場所」としてもっとも多

かった回答は両方とも「自宅」でそれぞれ利用者の 78.5％，89.0％ であったという報告もあ

る（松田・土橋・辻，2014）。したがって，こうした先行研究にもとづくと以下の 2 つの仮

説が導出される。

H1：移動時間が短いほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

H2：在宅時間が長いほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

　もう一つの論点が時間の制約からの解放の問題である。モバイルメディアの特性として

「いつでも」があげられており，公・私の時間の境界を曖昧にしてきたという指摘がある

（Caporael & Xie, 2003）。「移動」の問題と同様にテレビをモバイルメディアと対比的なメデ

ィアとして取り上げれば，テレビ視聴には多忙度との負の関係，すなわち仕事時間が長い人

ほど，仕事時間の長い日ほどテレビ視聴時間が短いことが示されている（石井，2003）。携

帯電話・スマートフォンがモバイル的に利用されると考えれば，こうした多忙な時間の中で

利用されると考えられる。

　しかし，既存の調査研究の分析からは，そうした「多忙な時間」の中での携帯電話・スマ

ートフォン利用が中心的なものであるとは言いがたい。例えば，2015 年の「日本人の情報

行動調査」における時間帯別のモバイルインターネット利用行為者率の分析によれば，モバ

イルインターネット利用の行為者率のピークは朝，昼，夜の 3 つの時点にあらわれており，

そしてその傾向は 2010 年以上に強まっている（北村・森・辻，2016）。こうしたピーク時間

帯のあらわれ方はテレビ視聴のパタンと類似していることが指摘できる。よって，携帯電

話・スマートフォンの利用も「多忙な時間」の中ではなく，むしろ「多忙でない時間」の中

で行われると考えられる。つまり，家事などの生活必需時間や仕事や勉学などの社会的拘束

時間のような多忙な時間の中で利用されるというよりは，むしろ自由時間のような多忙でな

い時間の中で携帯電話・スマートフォンは利用されるだろう。したがって，こうした予測に

もとづくと，以下の 3 つの仮説が導出される。

H3：生活必需時間が短いほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

H4：社会的拘束時間が短いほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

H5：自由時間が長いほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

　しかし，ここまでの仮説で問題となる 1 日の中の時間の使い方は，個人によって異なる部

分と個人の中でも日によって異なる部分とが含まれうる。例えば，一般的に 1 日の中の生活

時間には性別や年齢などのデモグラフィック属性による差異が認められる（関根・渡辺・林
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田，2016）。これはつまり，生活時間には個人の属性によって説明可能な部分があるという

ことである。その一方で，個人は毎日を同じ時間配分，同じスケジュールで生活しているは

ずはなく，個人の中でも日によって時間の使い方が異なってくることがあるのは自明である。

石井（2003）も「多忙な人とそうでない人の比較」と「個人の中での時間量の変化」は別の

問題として取り扱っている。したがって，H1～H5 についても，個人差に着目した仮説と，

同じ個人の中での日による違いに着目した仮説に分ける必要があるといえよう。

　ここまでに示した 5 つの仮説を個人差に着目した形で記述すると，次のような仮説になる。

H1-1：移動時間の短い人ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

H2-1：在宅時間の長い人ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

H3-1：生活必需時間の短い人ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

H4-1：社会的拘束時間の短い人ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

H5-1：自由時間の長い人ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

　また，これらと対応するように 5 つの仮説を同じ個人の中での日による違いに着目した形

で記述すると，次のような仮説になる。

H1-2：移動時間の短い日ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

H2-2：在宅時間の長い日ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

H3-2：生活必需時間の短い日ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

H4-2：社会的拘束時間の短い日ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

H5-2：自由時間の長い日ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い

　最後に，前節で指摘したように，（従来型）携帯電話（フィーチャーフォン）とスマート

フォンでは，その利用のあり方が異なる可能性がある。したがって，スマートフォン利用者

とそうではない携帯電話利用者とでは，移動関連時間（移動時間，在宅時間）および多忙度

関連時間（生活必需時間，社会的拘束時間，自由時間）と携帯電話・スマートフォン利用時

間の関係が異なる可能性もある。したがって，本研究では次の検討課題（RQ）についても

検討する。

RQ：移動関連時間および多忙度関連時間と携帯電話・スマートフォン利用時間の関係は，

スマートフォン利用の有無によって異なりうるか

3．研究方法

3－1．調査概要

　本研究では 2015 年 11～12 月に日本で実施された全国調査のデータを用いた2）。この調査

はランダムロケーション・クオータサンプリングによって抽出された調査協力者に対して，

調査会社の専門調査員による訪問留置法によって行われた。地点抽出は，日本全国の市区町
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村を 5 段階の都市規模（100 万人以上の市または東京 23 区，30 万人～100 万人未満の市，

10 万人～30 万人未満の市，10 万人未満の市，町村）と 11 地域（北海道，東北，関東，北

陸，東山，東海，近畿，中国，四国，北九州，南九州）によって層化を行なった上で，125

地点を無作為抽出することによって行われた。調査協力者は各調査地点から 12 人を対象と

し，全体で 1500 名の男女（13～69 歳）の回答を集めた。サンプル構成は性別および年齢 10

歳刻みで 2015 年 3 月住民基本台帳の実勢比例となるように割り当てられた。調査票は選択

回答・記述回答形式質問紙調査票と平日 2 日，休日 1 日の計 72 時間の情報行動を記録する

日記式調査票の 2 種類が用いられた。

　この調査データから，本研究では携帯電話・スマートフォン利用行動に関する問題を扱う

ため，分析対象からスマートフォンと従来型携帯電話の非利用者を除いた。また，分析に用

いる変数に欠損値のあった調査協力者は最終的な分析対象から除いた。最終的に分析対象は

1407 名の男女（13～69 歳）（有効回答の 93.8％）となった。後述するように，本研究の分析

ではレベル 1 に回答者個人，レベル 2 に日記式調査票の回答日をおいたマルチレベル分析を

用いた。したがって，分析全体のサンプルサイズは 1407 名の三倍である 4221 件となった。

3－2．研究デザイン

　本研究ではマルチレベル分析を用いた。マルチレベル分析とは測定対象（オブザベーショ

ン）が入れ子構造になっているデータに対して行われる分析手法である（Rabe-Hesketh & 

Skrondal, 2012）。本研究では，一人の回答者に対して 3 日分の日記式調査票の回答を求め

た調査データを用いるため，オブザベーションを調査日単位でみた場合，3 日分の調査日が

1 名の個人に「ネスト」されていることになる。マルチレベル分析ではこの場合の調査日を

レベル 1（Within），個人をレベル 2（Between）と呼ぶ。一日の中での行動時間は同じ人で

あっても日によって異なりうるが，一方で同じ個人の中では似通う傾向がありうる。こうし

た同じレベル 2 のユニットに含まれたレベル 1 のユニットは，他のレベル 2 ユニットに含ま

れたものよりも同質的になることを仮定した分析を行える手法がマルチレベル分析である

（Rabe-Hesketh & Skrondal, 2012）。

　本研究では 2 水準の階層線形モデル（Rabe-Hesketh & Skrondal, 2012 ; Raudenbush & 

Bryk, 2002）によって，個人をレベル 2（Between），調査日をレベル 1（Within）として分

析を行った。日記式調査票によって測定された変数を独立したオブザベーションではなく個

人にネストされた変数として扱う妥当性については，級内相関係数がいずれの変数でも有意

であったことによって示されている。日記式調査票による変数のうち，説明変数として用い

る時間関連変数と多忙度関連変数については，中心化した変数をレベル 1 変数として扱い，

個人内平均時間をレベル 2 変数として扱った。また，選択回答・記述回答形式質問紙調査票

での変数はレベル 2 変数として扱った。
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　この研究デザインにより，レベル 1 の効果として個人内，つまり調査日による相違，レベ

ル 2 の効果として個人間の相違を分析する。したがって，H1-1～H5-1 はレベル 2 の効果と

して検証され，H1-2～H5-2 はレベル 1 の効果として検証される。そして，RQ については

スマートフォン利用とのクロス水準交互作用効果として検証される。

3－3．目的変数

　日記式調査票で測定された調査日ごとの携帯電話・スマートフォン利用時間を目的変数と

した。この日記式調査票では，従来型携帯電話またはスマートフォンの利用に関して，「メ

ールを読む・書く」，「ブログやウェブサイトを見る・書く」，「Twitter，LINE，Facebook

などのソーシャルメディアを見る・書く」，「ユーチューブ，ニコニコ動画等の動画投稿・共

有サイトを見る」，「GyaO!，Hulu，NHK オンデマンド等のオンデマンド型の動画配信サー

ビスを見る」，「オンラインゲーム・ソーシャルゲームをする」，「Skype，LINE などの音声

通話（ビデオ通話含む）を使う」，「その他のインターネット利用（クラウドの利用も含む）」，

「通話をする」，「ゲームをする（インターネット以外）」，「ワンセグ等でテレビ放送を見る」，

「ダウンロードした動画を見る」，「ダウンロードした書籍・雑誌・コミックなどを読む」の

13 項目に関して，15 分ごとの利用行動の記録が求められていた。本研究では，この 13 項目

を区別せず，同じ時間帯のセルにいずれかの記録があった場合にその時間帯に携帯電話・ス

マートフォン利用があったとみなした。また，10 分未満の利用を表す×印の記録は 5 分，

10 分以上の利用を表す矢印の記録は 15 分として換算した。そして，同時間帯に複数の記録

があった場合には矢印を優先して，重複の時間加算は行わないように計算をした。したがっ

て，調査日あたりの最大利用時間は 1440 分である。

　本研究の分析では総合利用時間，専念利用時間，非専念利用時間の 3 種類の利用時間を計

算して用いた。総合利用時間は調査日あたりの携帯電話・スマートフォン利用の時間を単純

に計算したものである。専念利用時間は日記式調査票に含まれていた携帯電話・スマートフ

ォン利用以外の情報行動である 43 項目のいずれにも記録のなかった時間帯に携帯電話・ス

マートフォン利用が記録されていた場合のみを用いた携帯電話・スマートフォン利用時間で

ある。非専念利用時間は携帯電話・スマートフォン利用以外の情報行動である 43 項目のい

ずれかに記録のあった時間帯に携帯電話・スマートフォン利用が記録されていた場合のみを

用いた携帯電話・スマートフォン利用時間である。したがって，専念利用時間と非専念利用

時間の和が総合利用時間となる。表 1 に携帯電話・スマートフォンの総合利用時間，専念利

用時間，非専念利用時間それぞれの記述統計量と個人内の級内相関係数をまとめた。級内相

関係数はそれぞれ有意な値であった。
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3－4．説明変数

（1）移動関連時間

　移動関連時間は日記式調査票における「あなたのいた場所」の項目によって測定した。本

研究で用いる調査データでの日記式調査票では，「あなたのいた場所」として「自宅」，「職

場」，「学校」，「移動中」，「その他」の 5 分類で回答を求めた。本研究では，調査日一日にお

ける在宅時間（「自宅」の時間）と移動時間（「移動中」の時間）を移動関連時間として用い

た。在宅時間は文字通り自宅の中にいる時間であり，一日あたりのその時間が長いほど，生

活の中での移動は少ないと考えられる。移動時間も文字通り移動に費やされる時間であり，

一日あたりのその時間が長いほど，生活の中での移動は多いと考えられる。

　表 2 に在宅時間および移動時間の記述統計量と級内相関係数を示した。級内相関係数はい

ずれも 0.1％ 水準で有意な値であった。在宅時間，移動時間の個人内平均時間を算出し，個

人内平均時間によって調査日の在宅時間，移動時間の中心化を行った。在宅時間，移動時間

の個人内平均時間を以降ではそれぞれ，在宅時間（平均），移動時間（平均）と記す。また，

中心化を行った調査日の在宅時間，移動時間を以降ではそれぞれ，在宅時間（中心化），移

動時間（中心化）と記す。

（2）多忙度関連時間

　多忙度関連時間は日記式調査票における「主な生活行動」の項目によって測定した。本研

究で用いる調査データでの日記式調査票では，「主な生活行動」として「睡眠」，「生活必需

時間」，「社会的拘束時間」，「自由時間」の 4 分類で回答を求めた。本研究では，調査日一日

における生活必需時間と社会的拘束時間，自由時間を多忙度関連時間として用いた。生活必

需時間は家事に費やす時間を含むものである。また，社会的拘束時間は仕事や学校の時間を

含むものである。したがって，それぞれの時間が長いほど多忙であることを表すと考えられ

表 1　携帯電話・スマートフォン利用時間の記述統計量と級内相関係数

N＝4221（1407×3） Mean Std. Dev. ICC Min. Max.

総合利用時間 73.229 112.288 0.629 0 1440
専念利用時間 46.500 79.314 0.580 0 930
非専念利用時間 26.729 67.576 0.476 0 1140

表 2　移動関連時間の記述統計量と級内相関係数

N＝4221（1407×3） Mean Std. Dev. ICC Min. Max.

在宅時間 953.202 307.100 0.240 0 1440
移動時間 83.518 85.925 0.245 0 1140
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る。また，自由時間は趣味や娯楽，余暇などの時間であり，この時間が長いほど多忙ではな

いことを表すと考えられる。

　表 3 に生活必需時間，社会的拘束時間および自由時間の記述統計量と級内相関係数を示し

た。級内相関係数はいずれも 0.1％ 水準で有意な値であった。生活必需時間，社会的拘束時

間および自由時間の個人内平均時間を算出し，個人内平均時間によって調査日の生活必需時

間，社会的拘束時間および自由時間の中心化を行った。生活必需時間，社会的拘束時間，自

由時間の個人内平均時間を以降ではそれぞれ，生活必需時間（平均），社会的拘束時間（平

均），自由時間（平均）と記す。また，中心化を行った調査日の生活必需時間，社会的拘束

時間，自由時間を以降ではそれぞれ，生活必需時間（中心化），社会的拘束時間（中心化），

自由時間（中心化）と記す。

（3）スマートフォン利用

　スマートフォン利用は選択回答・記述回答形式質問紙調査票によって回答を得たデータに

より，利用の有無によるダミー変数として操作化した。スマートフォンを利用している場合

は 1，利用していない場合は 0 を与えた。スマートフォン利用とフィーチャーフォン利用の

有無のクロス表を表 4 に示した。分析対象者全体のうち，スマートフォン利用者は 71.6％

であり，10.1％ がスマートフォンとフィーチャーフォンの併用者，61.5％ がスマートフォン

のみ利用者であった。分析ではスマートフォン利用の有無のダミー変数を全体中心化したも

のを用いたため，スマートフォン利用者は 0.284，非利用者は－0.716 の値が割り当てられた。

表 3　多忙度関連時間の記述統計量と級内相関係数

N＝4221（1407×3） Mean Std. Dev. ICC Min. Max.

生活必需時間 316.517 220.418 0.693 0 1305
社会的拘束時間 360.263 329.392 0.137 0 1320
自由時間 313.141 245.449 0.150 0 1200

表 4　スマートフォン利用とフィーチャーフォン利用の関係

　 　 フィーチャーフォン

　 　 利用 非利用 合計

スマートフォン 利用 142 （10.1％） 866 （61.5％） 1008 （71.6％）
非利用 399 （28.4％）    0 （0.0％） 399 （28.4％）

　 合計 541 （38.5％） 866 （61.5％） 1407 （100.0％）
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（4）統制変数

　調査日レベルの統制変数として，休日のダミー変数（休日であれば 1，平日であれば 0）

を用いた。また，個人レベルの統制変数として性別（男性＝0，女性＝1 のダミー変数），年

齢，学歴（中学校＝1 点，高校＝2 点，短大・高専・旧制高校・専門学校＝3 点，大学＝4 点，

大学院＝5 点），就業形態（フルタイムをベースカテゴリとした，パートタイム，専業主

婦・主夫，学生・生徒，無職の 0/1 のダミー変数）を用いた。

　性別は男性 711 名（50.5％），女性 696 名（49.5％）であった。年齢の平均値は 42.6 歳で，

10 代 127 名（9.0％），20 代 210 名（14.9％），30 代 269 名（19.1％），40 代 298 名（21.2％），

50 代 247 名（17.6％），60 代 256 名（18.2％）であった。学歴は中学校 90 名（6.4％），高校

563 名（40.0％），短大・高専・旧制高校・専門学校 361 名（25.7％），大学 369 名（26.2％），

大学院 24 名（1.7％）であった。就業形態はフルタイム 686 名（48.8％），パートタイム 291

名（20.7％），専 業 主 婦 ・ 主 夫 181 名（12.9％），学 生 ・ 生 徒 157 名（11.2％），無 職 92 名

（6.5％）であった。

4．分析結果

4－1．携帯電話・スマートフォンの総合利用時間

　まず，携帯電話・スマートフォンの総合利用時間を目的変数とした分析を行った。分析で

はまずクロス水準交互作用を除いたモデルで推定を行い，レベル 1 の移動関連時間と多忙度

関連時間の傾き（係数）のランダム効果を確認した。ランダム効果を確認した結果，生活必

需時間（中心化）の傾きのランダム効果は有意なものではなかったため，生活必需時間（中

心化）の傾きのランダム効果を外したモデルを Model 1 とした。その上で，Model 2 には傾

きにランダム効果を加えた在宅時間（中心化），移動時間（中心化），社会的拘束時間（中心

化），自由時間（中心化）とスマートフォン利用ダミー（レベル 2 変数）とのクロス水準交

互作用を加えた。最終的な Model 1 と Model 2 の分析結果を表 5 に示した。

　個人レベル（レベル 2）の変数による結果は Model 1，Model 2 で共通である。まずデモ

グラフィック変数に関しては，年齢と就業形態が有意であった。性別と学歴は有意ではなか

った。年齢の係数はγ＝3.515（p＝.001）と有意な負の係数であった。一方，就業形態に関

しては，フルタイムをベースカテゴリとした場合のダミー変数の係数が学生・生徒がγ＝

27.568（p＝.003），無職がγ＝－26.805（p＝.033）であった。これらの結果から，若いほど，

学生・生徒であるほど，無職でないほど携帯電話・スマートフォンの利用時間が長いことが

示されたといえる。

　また，スマートフォン利用ダミーの係数もγ＝44.503（p＝.000）と有意な正の値であった。

この結果から，スマートフォン利用者ほど携帯電話・スマートフォンの利用時間が長いこと
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が示されたといえる。そして，個人内平均での移動関連時間，多忙度関連時間に関しては，

自由時間（平均）のみが有意であった（γ＝0.108, p＝.001）。つまり，自由時間が長い人ほど

携帯電話・スマートフォンの利用時間が長いことが示されたといえる。

　一方，調査日レベル（レベル 1）の変数による結果は，まず休日は平日に比べて携帯電

話・スマートフォンの利用時間が有意に長かった（model 2 : γ＝9.076, p＝.000）。そして，平

日と休日の差異を統制しても，在宅時間の長い日ほど（model 2 : γ＝0.054, p＝.000），社会的

拘束時間の長い日ほど（model 2 : γ＝0.044, p＝.006），自由時間の長い日ほど（model 2 : γ＝

0.070, p＝.000），携帯電話・スマートフォンの利用時間は有意に長かった。さらに，個人レ

ベル変数であるスマートフォン利用ダミーとのクロス水準交互作用に着目すると，在宅時間

表 5　携帯電話・スマートフォンの総合利用時間のマルチレベル分析の結果
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（中心化）（γ＝0.065, p＝.001）と自由時間（中心化）（γ＝0.064, p＝.005）においてクロス水

準交互作用が有意であった。これらは，スマートフォン利用者ほど顕著に在宅時間が長い日

ほど，そして自由時間の長い日ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長くなること

を意味している。

4－2．携帯電話・スマートフォンの専念利用時間

　次に，携帯電話・スマートフォンの専念利用時間を目的変数とした分析を行った。分析で

は総合利用時間の分析と同様に，まずクロス水準交互作用を除いたモデルで推定を行い，レ

ベル 1 の移動関連時間と多忙度関連時間の傾き（係数）のランダム効果を確認した。その結

果，個人内平均で中心化された調査日レベルの時間変数にランダム効果のみを加えた

Model 1 と，スマートフォン利用ダミーの変数によるクロス水準交互作用を加えた Model 2

は携帯電話・スマートフォンの総合利用時間の分析と共通のものとなった。最終的な推定結

果は表 6 に示した。

　個人レベル（レベル 2）の変数による効果は Model 1，Model 2 と共通である。まず，デ

モグラフィック変数の効果に関しては，年齢が若いほど（γ＝－1.090, p＝.000），学生・生徒

であるほど（γ＝31.756, p＝.000），携帯電話・スマートフォンの専念利用時間が長かった。

この結果に関しては，携帯電話・スマートフォンの総合利用時間の分析と共通である。相違

点は無職ダミーの効果であり，携帯電話・スマートフォンの総合利用時間についてはフルタ

イムの人に比べて無職の人のほうが携帯電話・スマートフォンの総合利用時間は短かったが，

専念利用時間においてはそのような関係は統計的には認められなかった。

　そして，デモグラフィック変数以外の個人レベル変数の効果は総合利用時間の分析と共通

のものであった。すなわち，スマートフォン利用ダミー（γ＝28.374, p＝.000）と自由時間

（平均）（γ＝0.053, p＝.024）が有意な正の係数であった。このことから，スマートフォンを

利用している人ほど，自由時間が長い人ほど，携帯電話・スマートフォンを単独で利用する

時間が長いということが示されたといえる。

　一方，調査日レベル（レベル 1）の変数による結果は，総合利用時間の分析と異なる部分

がみられた。共通していた点は，まず休日は平日に比べて携帯電話・スマートフォンの専念

利用時間が有意に長かった点と（model 2 : γ＝6.513, p＝.000），そして，平日と休日の差異を

統制しても，在宅時間の長い日ほど（model 2 : γ＝0.023, p＝.002），自由時間の長い日ほど

（model 2 : γ＝0.031, p＝.023），携帯電話・スマートフォンの専念利用時間は有意に長かった。

しかし，総合利用時間の分析では有意であった社会的拘束時間（中心化）については，専念

利用時間の分析では有意ではなかった。また，スマートフォン利用ダミーとのクロス水準交

互作用に関してはいずれも有意なものではなかった。つまり，専念利用時間における調査日

レベルの在宅時間（中心化），移動時間（中心化），社会的拘束時間（中心化），自由時間
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（中心化）のランダム効果はスマートフォン利用の有無によって説明できるものではないこ

とが示唆された。

4－3．携帯電話・スマートフォンの非専念利用時間

　最後に，携帯電話・スマートフォンの非専念利用時間を目的変数とした分析を行った。分

析では総合利用時間の分析と同様に，まずクロス水準交互作用を除いたモデルで推定を行い，

レベル 1 の移動関連時間と多忙度関連時間の傾き（係数）のランダム効果を確認した。ラン

ダム効果を確認した結果，在宅時間（中心化）と社会的拘束時間（中心化）のランダム効果

が有意であったことから，在宅時間（中心化）と社会的拘束時間（中心化）の傾きにランダ

表 6　携帯電話・スマートフォンの専念利用時間のマルチレベル分析の結果
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ム効果を加えたモデルを Model 1 とした。その上で，Model 2 には傾きにランダム効果を加

えた在宅時間（中心化），社会的拘束時間（中心化）とスマートフォン利用ダミー（レベル

2 変数）とのクロス水準交互作用を加えた。最終的な Model 1 と Model 2 の分析結果を表 7

に示した。

　まず，個人レベル（レベル 2）のデモグラフィック変数に関しては，年齢が有意であった

（γ＝－0.641, p＝.000）点は総合利用時間，専念利用時間の分析結果と共通であった。就業形

態に関しては，無職ダミーが 10％ 水準でみれば有意な負の値であったが（γ＝－13.030, p

＝.090），総合利用時間および専念利用時間の分析で有意であった学生・生徒ダミーは有意

表 7　携帯電話・スマートフォンの非専念利用時間のマルチレベル分析の結果
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な値ではなかった。

　そして，デモグラフィック変数以外の個人レベルの変数スマートフォン利用ダミーの係数

が有意な正の値であった（γ＝16.129, p＝.000）点は総合利用時間，専念利用時間の分析結果

と共通であった。そして，個人内平均での移動関連時間，多忙度関連時間に関しては，在宅

時間（中心化）（γ＝0.033, p＝.003）と自由時間（中心化）（γ＝0.056, p＝.006）がそれぞれ有

意な正の係数であった。つまり，スマートフォン利用者ほど，そして在宅時間が長い人ほど，

自由時間が長い人ほど，他の情報行動と並行して携帯電話・スマートフォンを利用する時間

が長いことが示されたといえる。

　そして，調査日レベル（レベル 1）の変数による結果は，総合利用時間の分析，専念利用

時間の分析のそれぞれと異なる部分がみられた。有意な係数であったのは総合利用時間の分

析と同様の在宅時間（中心化）（model 2 : γ＝0.032, p＝.000），社会的拘束時間（中心化）

（model 2 : γ＝0.026, p＝.028），自由時間（中心化）（model 2 : γ＝0.039, p＝.001）と，総合利

用時間，専念利用時間のいずれの分析でも有意ではなかった移動時間（中心化）（model 2 : 

γ＝－0.036, p＝.006）であった。この結果から，在宅時間が長い日ほど，社会的拘束時間が

長い日ほど，自由時間が長い日ほど，そして移動時間が短い日ほど，他の情報行動を行ない

ながら携帯電話・スマートフォンを利用する時間がより長くなることが示唆された。また，

クロス水準交互作用に着目すると，在宅時間（中心化）のランダム効果に対してスマートフ

ォン利用ダミーが有意であった（γ＝0.035, p＝.008）。つまり，スマートフォン利用者ほど顕

著に，在宅時間が長い日ほど，他の情報行動と並行して携帯電話・スマートフォンを利用す

る時間が長いという結果であった。

4．考察

　本研究ではモバイルメディアの特性との関係によって議論の対象となる空間的・時間的制

約からの解放の問題について，日本における調査データの分析を通じて，携帯電話・スマー

トフォン利用時間を対象とした検証を行った。本研究ではこれまでの携帯電話利用に関する

実証的研究の知見から，携帯電話・スマートフォン利用において空間的・時間的制約から解

放された利用が中心的なものではないことを予測し，5 つの仮説を提示した。これらの 5 つ

の仮説について，同じ個人に対して複数の日についての記録を求めた日記式調査法とマルチ

レベル分析を組み合せて，個人レベルと調査日レベルに分けた検証を行った。その仮説の検

証結果についてまとめたのが表 8 である。

　表 8 にまとめたように，まず，調査日レベルの予測を行った H2-2「H2-2：在宅時間の長

い日ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い」と H5-2「H5-2：自由時間の長い

日ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い」は，総合利用時間，専念利用時間，
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非専念利用時間を問わず，支持する結果が得られた。一方で，個人レベルの予測を行った仮

説に関しては，H5-1「自由時間の長い人ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長

い」のみが総合利用時間，専念利用時間，非専念利用時間を問わず，支持する結果が得られ

た。そして，部分的な支持，つまり非専念利用時間に関する分析においてのみ支持する結果

が得られた仮説は，個人レベルの予測を行った H2-1「在宅時間の長い人ほど，携帯電話・

スマートフォンの利用時間が長い」と，調査日レベルの予測を行った H1-2「移動時間の短

い日ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い」であった。

　それに対して，仮説の予測とは一部逆の結果が示されたのが，調査日レベルの予測を行っ

た H4-2「社会的拘束時間の短い日ほど，携帯電話・スマートフォンの利用時間が長い」で

あった。つまり，社会的拘束時間の長い日ほど，携帯電話・スマートフォンの総合利用時間，

非専念利用時間が有意に長いという結果が示された。

　そして，RQ「移動関連時間および多忙度関連時間と携帯電話・スマートフォン利用時間

の関係は，スマートフォン利用の有無によって異なりうるか」の検討に関して，スマートフ

ォン利用の有無によるクロス水準交互作用効果を検証した。その結果として，スマートフォ

ン利用者のほうがより顕著に自宅にいる時間が長い日ほど，自由時間が長い日ほど全体的な

携帯電話・スマートフォン利用時間が長くなることが示された。また，スマートフォン利用

者のほうが一層，自宅にいる時間が長い日ほど携帯電話・スマートフォンの非専念利用時間

が長い，つまり他の情報行動をしながら利用する時間が長いことが示された。

　これらの結果から，スマートフォンの普及が進んだ現在においても，現代の中心的なモバ

イルメディアである携帯電話・スマートフォン利用は必ずしも，「モバイル的」な利用が行

われているわけではないということができよう。それは，本研究での分析によって示された

表 8　仮説の検証結果のまとめ

　 　 予測 　 総合 専念 非専念

移動関連時間
移動時間 負

H1-1
H1-2 ○

在宅時間 正
H2-1 ○
H2-2 ○ ○ ○

多忙度関連時間

生活必需時間 負
H3-1
H3-2

社会的拘束時間 負
H4-1
H4-2 × ×

自由時間 正
H5-1 ○ ○ ○
H5-2 ○ ○ ○

○は仮説を支持する結果，×は仮説の予測とは逆の結果，空白は仮説不支持
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主な結果は，自由時間が長い人ほど，自由時間，在宅時間が長い日ほど，携帯電話・スマー

トフォン利用時間が長いというものであったからである。そして，携帯電話・スマートフォ

ンというモバイルメディアの利用は，従来のメディア利用の補完的位置付けにあるわけでも

ないともいうことができるだろう。それは，必ずしも物理的制約や時間的制約によって他の

メディアが利用できない場合に携帯電話・スマートフォンが活発に利用されるようになるの

ではないことを示唆する結果にもとづく判断である。むしろ，テレビのような伝統的メディ

アと同様に，自宅にいる時間が長いほど携帯電話・スマートフォンの利用は活発になる。さ

らに，フィーチャーフォンに比べてスマートフォンを利用している場合のほうがその傾向は

顕著なものとなることが本研究の分析によって示されたといえる。

　その一方で，社会的拘束時間に関する H4-2「社会的拘束時間の短い日ほど，携帯電話・

スマートフォンの利用時間が長い」に反して，予測とは逆の結果が部分的に得られたことは

今後の詳細な検討を要する点である。ここで問題となるのは，仕事や勉学を行わなければな

らない時間の制約から解放される意味での携帯電話・スマートフォン利用が行われたのか，

仕事や勉学を行わなければならない時間の制約に従った意味での携帯電話・スマートフォン

利用が行われたのかという点である。本研究では携帯電話・スマートフォン利用時間の測定

について，公的文脈での利用と私的文脈での利用の弁別を行っていないため，この問題に対

して明確な答えを出すことができない。しかしながら，仮説とは逆の結果が部分的にでも得

られた点に，これまでのメディアとは異なりうる携帯電話・スマートフォンのモバイルメデ

ィアとしての特性を見出すことができる可能性はあるだろう。

　モバイルメディアを利用者が自由に「モバイル」できるようになるためには，岡田

（2002）が指摘するようにパーソナル化が不可欠である。その上でそれだけで何でもできる，

いわばマルチメディア化された機器が，持ち運び可能になっている，つまりポータブル化さ

れていることでモバイルメディアとして活用されうると考えられる。しかし，本研究の結果

からは個人レベルの移動時間も，調査日レベルの移動時間もともに携帯電話・スマートフォ

ン利用時間とはほとんど関係はなかった。つまり，モバイルを支える要素のうち，ポータブ

ルである必然性はないのかもしれない。調査日レベルの在宅時間との正の関係が見出された

点から自宅の中の「どこでも」という意味でのポータブルの重要性はありうるが，それ以上

にポータブルというよりパーソナルという特性の重要性がモバイルメディアに関しては強調

されるべき点と考えられるだろう。

　スマートフォンを始めとする先進的なモバイルメディアの普及により，これまでのメディ

ア利用行動にみられなかった形のメディア利用行動が現れてきているのは確かだと考えられ

る。そうした新しいメディア利用行動に焦点をあてたときに，時間と空間の問題が重要な課

題として立ち上がるのは自然なことである。また，移動（mobility）が社会の中で重要な研

究課題となってきているのは確かであり（Urry, 2007），そうした移動研究のなかにモバイ
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ルメディア研究が位置付けられるのも重要なことと考えられる（是永，2016）。その一方で，

特にメディア利用行動に関しては，それが行われにくい移動も少なくない。三大都市圏での

移動に比べて地方都市圏においては自動車による移動の占める割合が高く，その傾向は強ま

ってきている（髙見，2016）。自動車運転時の携帯電話・スマートフォン利用は道路交通法

で規制されている行為であり，自動車による移動と携帯電話・スマートフォン利用は結びつ

きにくい。つまり，移動のなかでのメディア利用行動は極めて大都市的なメディア利用行動

の可能性もある。

　本研究では一定の代表性をもつサンプリング調査データを分析することにより，携帯電

話・スマートフォン利用の時間と移動関連時間，多忙度関連時間の関係を実証的に検討した。

この結果から見出されたことがここまで論じてきたことであるが，これはあくまで全体的な

傾向を論じたものである。つまり，全体的な傾向から外れた，一部の層に特徴的にみられる

モバイルメディア利用行動の特徴などは十分に析出しきれていない可能性がある。また，本

研究では携帯電話・スマートフォン利用の全体を分析対象としており，利用内容に踏み込ん

だ分析は行なっていない。したがって，今後の研究課題には，若年層など一部の層に特徴的

なモバイルメディア利用行動の分析や，利用内容に踏み込んだ分析の必要性があげられるだ

ろう。また，本研究の知見を補完するような定性的なアプローチによるモバイルメディア研

究も重要な知見をもたらすと考えられる。
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